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労働審判手続による労働紛争解決の
パラダイムシフトと今後の課題

淺野　高宏
（北海学園大学法学部教授・弁護士）

労働審判手続は，労働審判法（平成 16 年 5 月 12 日法律第 45 号）により創設され，同 18
年 4 月に運用を開始した制度である。同手続は，個別労働関係民事紛争を対象とし，これ
を原則 3回以内の期日で，裁判官（労働審判官）1名と労働関係の専門的な知識経験を有
する者 2名（労働審判員）が合議体を構成し，調停による解決の見込みがある場合にはこ
れを試みつつ，合議によって，権利義務関係を踏まえて事件の内容に即した解決案を示す
という非訟事件手続である。労働審判手続は司法制度改革の流れの中で，紛争解決手続と
して「社会のニーズ」「国民のニーズ」に応えたものとなることが強く意識されて構想さ
れたものであり，①迅速性（SPEEDY），②専門性（SPECIALIZED），③事案適合性
（SUITABLE）という特長を持つ。労働審判手続は「成功」した制度であると評価されて
いるが，その「成功」は手続に関与する者のプロフェッショナル（Professional）として
の矜持，努力（Perspiration），情熱（Passion）が支えている。特に労働審判員の存在は
重要であり，労働審判手続で培われた労働審判員の貴重な経験や知識の共有と継承が課題
となっている。本来，労使紛争は労使の話し合いの中で解決されていくことが理想である
が，労働組合の組織率が 2割を下回り，労働法コンプライアンスも日本の雇用社会に十分
浸透しているとも言い難い状況の下では，労働者にとって労働審判手続は労働法の実現手
段として存在感を増し，今後の活用が期待されている。
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Ⅰ�　労働審判手続の意義，立法経緯と特
長

１　労働審判手続の意義

　労働審判手続は，労働審判法（平成 16 年 5月 12
日法律第 45 号）により創設され，同 18 年 4 月に

運用を開始した制度である。
　労使紛争は，企業と労働組合の間の集団的労使
関係上の紛争（集団的労使紛争）と，企業と個々
の労働者間の権利義務にかかわる個別労働関係紛
争に大別されるが，労働審判手続では，解雇，雇
止め，配転，出向，賃金・退職金請求，懲戒処
分，労働条件変更の拘束力などをめぐる個別労働
関係紛争（法文上「個別労働関係民事紛争」と呼称
されている）を対象とする（労働審判法 1条）。こ
うした紛争を原則 3回以内の期日で，裁判官（労
働審判官）1名と労働関係の専門的な知識経験を有
する者 2名（労働審判員，労使それぞれから一人ず
つ選出，非常勤）が合議体を構成し，調停による
解決の見込みがある場合にはこれを試みつつ，合
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議によって，権利義務関係を踏まえて事件の内容
に即した解決案を示すという非訟事件手続であ
る 1）。
　労働審判手続は，次の点で通常の民事訴訟を変
容させている。まず，書面主義から口頭主義・直
接主義の強化が図られている。さらに，主張書面
や書証の適時提出主義から一括提出主義を採用
し，法廷での尋問から直接無定形な形での審尋方
式とすることで，出来る限り無駄を省いて早期に
真実に迫られる制度となるように設計されてい
る 2）。

２�　司法制度改革と労働審判制度創設の経緯，労働
審判手続の特長

　（1）労働審判創設の経緯
　平成 11 年 7 月に，国民により身近で利用しや
すい司法制度の構築を目指し，司法制度改革審議
会が設けられ，労働関係紛争に関する司法システ
ムの在り方も検討されることになった。
　これに先立ち，平成 8年に改正民事訴訟法（平
成 8年 6月 26 日法律第 109 号）が成立し，平成 10
年に施行された。この民事訴訟法改正は，国民の
期待に応える利用しやすく分かりやすい民事裁判
の実現を企図したものであり，それまでの，いつ
になったら裁判が終わるか予想できない民事裁判
によって「国民の司法離れ」が生じるのを何とか
しようという危機意識に根差したものであった。
こうした危機意識は当時の多くの実務家や研究者
に共有され，「社会のニーズ」「国民のニーズ」に
しっかりと応えた迅速で適正な民事訴訟を実現し
たいという情熱が改正民事訴訟法には込められて
おり，その情熱がそのまま司法制度改革へ注ぎこ
まれた 3）。こうした状況の中で，司法制度改革推
進本部に労働検討会が設置され，平成 14 年 2 月
から議論が開始された。その後，平成 15 年 8 月
に「中間とりまとめ（案）」が出され，労働検討
会の検討の成果は平成 15 年 12 月 19 日に「労働
審判制度（仮称）の概要（案）」として結実し，翌
年には内閣から法案が提出されて労働審判法とし
て成立した。こうした労働審判創設の経緯に照ら
しても，労働審判手続が労働紛争解決手続として
「社会のニーズ」「国民のニーズ」に応えたものと

なることが強く意識されていたことがわかる。

　（2�）労働審判手続の特長（「SSS」【スリーエス】4）

と教育的機能）
　そして，「社会のニーズ」「国民のニーズ」は労
働審判制度の次の特長として表れている。

　① SPEEDY（迅速性）
　平成 18 年 4 月の運用開始から平成 19 年 3 月ま
での 1年間で，全国の地裁に 1163 件の労働審判
の申立てがなされた。そのうち上記 1年間の期間
内に終局した事件の平均審理期間は，全国の地裁
で 74.2 日であった。実に 7割以上の事件が 3カ
月以内で終局し，平均 2カ月半で結論が出るとい
う結果であった。これは運用開始前に 3ないし 4
カ月程度で結論に至ることが期待されていたこと
に照らしても予想を超えるスピーディーな運用と
評されている 5）。
　労働審判の新規受理（新受）件数は，その後も
増加し，令和 2（2020）年の速報値によると，全国
の地裁の労働審判の新受件数は 3907 件であり，
同じく労働関係民事通常訴訟の新受件数 3963 件
と合わせて 7870 件と過去最多となった。終局事
由別（全体の合計は 3754 件）でみると，令和 2年
は調停が成立した事件は 2559 件であり，調停成
立は 68.2％であった。また，労働審判がなされた
事件は 608 件であり（全体の 16.2％），そのうち異
議申立てがなされなかった事件は 261 件（全体の
約 7％）であるから，全体の約 8割弱の事件が労
働審判手続の中で最終的に解決していることがわ
かる。もっとも，全国の地裁の平均審理期間につ
いては，平成 27（2015）年から平成 30（2018）年
までは 2.6 カ月から 2.7 カ月で推移していたが，
令和元（2019）年は 2.9 カ月，令和 2（2020）年が
3.6 カ月 6）と長期化の傾向がみられる（なお，筆者
は札幌弁護士会所属であるが，札幌地方裁判所では
平成 27 年から令和 2年までの労働審判の平均審理期
間は 2.2 カ月から 2.4 カ月である）7）。ただし，労働関
係民事通常訴訟の平均審理期間は平成 27（2015）
年から平成 30（2018）年が 14.2 カ月から 14.7 カ月
で推移し，令和元（2019）年は 15.5 カ月，令和 2
（2020）年が 15.9 カ月となっていることと比較す



論　文　労働審判手続による労働紛争解決のパラダイムシフトと今後の課題

No. 731/June 2021 47

ると，労働審判手続の解決までの迅速性という特
長は保たれているといえよう。

　② SPECIALIZED（専門性）
　制度発足当初で労働審判員は全国で約 1000 名
が任命された。各方面から最新の労使の実情につ
いての専門的な知識経験の豊富な方が選りすぐら
れて選任されており，制度利用者からも高い評価
を得た 8）。平成 31（2019）年 4月 1日時点では，労
働審判員は全国で 1506 名，うち女性は 95 名（約
6.3％）である。裁判所としても，多様な事案を審
理する上で，ジェンダーバランスに配慮する必要
性を踏まえながら，推薦母体に協力を要請し優れ
た労働審判員の確保に努力している。また労働審
判を経験した裁判官からは，審判員が手続きに加
わることで，審判官だけでは把握しづらい現場の
実情や慣行などについて審判員の知識，経験を活
かしたより多角的な検討が行われ，判断に厚みが
増すといった声が寄せられているようである。こ
のように労働審判員の専門性は労働審判制度の肝
であり，裁判所でも労働審判員に実務の最先端の
知識や経験を取得してもらい，問題となる事実を
把握し法的観点からも検討する能力を向上すべく
年に一度，労働審判員研究会を開催して，その充
実化に取り組んでいる 9）。

　③ SUITABLE（事案適合性）
　労働審判手続の運用開始直後の 1年間では，労
働審判委員会が事案に適合した（SUITABLEな）
調停案や審判を行ったことで，当事者が審判内容
に不満ありとして，通常訴訟の場で 100 か 0 かの
決着を付けることになった事件は全体の 1割程度
に過ぎなかった 10）。
　令和 2（2020）年の終局既済事件数 3754 件のう
ち，通常訴訟に移行した事件は全体の 15％程度
であり 11），事案に適合した解決が行われていると
いえよう。

　（3�）もう一つの機能（当事者，特に中小零細企業
事業主への教育的機能）

　近年，労働関係をめぐっては，新立法や法改正
が相次ぎ，労働法の内容が著しく複雑化している

が，労働者や事業主（特に中小零細企業）は，そ
のような労働法や人事制度について十分な知識を
持ち合わせていないという点が指摘されてい
る 12）。最高裁判例も含めて実務に大きな影響を与
える重要な判例あるいは裁判例も次々と出されて
いることも踏まえると，こうした部分を含めて労
働法コンプライアンスに関する情報を的確に収集
し，現場の人事制度に反映させ，適正に運用する
というのは，大企業であっても難しい面がある。
いわんや中小零細企業にとっては労働法を 100％
遵守するというのは至難の業というのが実態であ
ろう。もっとも，中小零細企業の中には，労働法
コンプライアンスを議論する以前の問題として，
そもそも労働法自体に全く関心をもたず，基本的
な法令の知識のないまま，当該職場の常識や業界
の常識なるものに従って企業運営を行っている事
業主も存在する。こうした場合は，労働条件など
の説明が十分になされていないことや，一時の感
情に任せて法的にはおよそ許容されないような解
雇や人事措置，労働条件変更等を行ってしまうこ
とが少なくない。その結果，労働法の基本的知識
さえあれば労使紛争にまで発展しなかったような
事案まで，いたずらに紛争化させてしまっている
例も少なからず見受けられる 13）。
　従来から労働審判手続には中小企業事業主への
教育的効果が指摘されており，実際に労働審判手
続の中で実務上参考となる文献や就業規則の規定
の在り方や運用方法についても助言がなされる
ケースもあるようである 14）。
　2010 年から 2012 年に実施された労働審判制度
の利用者調査の結果でも，中小企業の使用者に
とっては，労働審判手続では基本的には，法的な
問題解決が行われるがゆえに，十分に労働法コン
プライアンスが浸透していない中小企業の使用者
にとっては厳しい解決結果となることが多いため
か，制度に対する評価や満足度は低い結果となっ
ている。しかし，他方で，中小企業の使用者は，
自己が経験した労働審判手続に否定的な評価を示
しつつも，その経験を契機に，コンプライアンス
の重視や人事管理制度の変更に向けた行動をとっ
ていると回答しており，労働審判手続の経験を契
機とする中小企業の使用者への法の浸透という教
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育的効果が発揮されていることがわかる 15）。
　使用者が法的知識をもたない事案では，労働審
判委員会が使用者の意見や立場に理解を示しつつ
も，法的観点から適切にアドバイスを行い，時に
は教育的指導を行うことが調停成立率を押し上げ
ている要因になっているのではないかと思われ
る 16）。

　（4�）労働審判制度を支える基盤「PPP」（3つの
ピー）

　さらに忘れてはならないのは，複雑困難事件と
言われてきた労働事件を 3回の期日で解決するこ
とを可能としてきたのは，労働審判手続に関与す
る審判官，審判員，代理人弁護士の 3つの「P」
（PPP）であるという点である。「PPP」とは真の
意味での「プロフェッショナル（Professional）」
による，事前準備などの「真摯な努力（Perspira-
tion）」と，この制度を利用して紛争解決をしよ
うという「情熱（Passion）」である 17）。こうした関
係者の献身的な努力が労働審判制度の今日の「成
功」（その具体的な中身と評価については後述する）
を支えてきたのであり，労働審判手続が今後発展
的に運用されていくかどうかも，「PPP」に負う
ところが大きい。

Ⅱ�　労働審判手続の労働紛争解決制度と
しての特色

１　労働紛争解決制度としての 6つの特色

　次に労働審判手続の労働紛争解決制度としての
特色という観点からは，個別労働関係民事紛争を
扱う他の紛争解決制度（個別労働関係紛争解決促進
法に基づく紛争調整委員会によるあっせん（以下で
は「労働局のあっせん」という），44 の道府県労働委
員会で実施されている労働委員会によるあっせん
（以下では「労委によるあっせん」という）18））等と異
なる，次の 6つの特色を有する 19）。
　その一は，裁判所における紛争解決手続である
こと，その二は，労働関係の専門的知識経験を有
する者の参加する手続であること，その三は，個
別労働関係紛争についての手続であること，その

四は，迅速かつ簡易な紛争解決手続であること，
その五は，訴訟ではなく「審判」手続という非訟
事件としての手続であること，その六は，審判に
異議が述べられた場合には通常訴訟に移行すると
いう仕組みが採られていること，である。
　以下では，それぞれの特色の内容及び争点につ
いて確認していく。

２　6つの特色の概要等

　（1）裁判所における紛争解決手続
　労働審判手続は，後述する労使の専門的知識経
験を有する労働審判員 2名に加えて，裁判官が加
わった労働審判委員会が審理や判断の主体となる
ものであり，裁判所における労働紛争に特化した
紛争解決手続といえる。東京大学社会科学研究所
の研究グループが労働審判の利用者に対して実施
したアンケート結果をまとめ，2010 年に公表した
「労働審判制度の意識調査」の基本報告書では，
「労働審判制度の特徴がどのくらい重要と思うか」
を尋ねた項目で，労働者側，使用者側ともに特に
「重要だと思う」の回答が多かったのは「裁判所
で行われる手続であること」（労働者側で 92.5％，
使用者側で 80.1％）であった 20）。さらに，同調査で
は，「労働審判手続を利用した理由」（申し立てら
れた側の場合は，労働審判手続に何を期待したか）
についても調査（複数回答）を行っているとこ
ろ，労働者側，使用者側ともに公正な解決の期待
が高いことがうかがわれた。労働者側，使用者側
ともに労働審判において公正な解決を期待してい
るという点は，同研究グループが 2020 年に公表
した「第 2回　労働審判制度の意識調査」でも同
様の結果となっている 21）。これらの結果からみて
も，労働審判手続が裁判所で行われる紛争解決手
続であるということは，利用者である国民の視点
からすると公正な解決を期待しうるということに
つながっているように思われる。
　そのように理解される要因としては，労使関係
の専門家である労働審判員に加え，法律の専門家
であり，紛争解決一般のプロフェッショナルであ
る裁判官が審理と判断の主体となり，裁判所が紛
争解決の場を提供しているという点が，労働審判
手続の公正さ，紛争解決手続としての安定性や信
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頼性を向上することに寄与しているものと考えら
れる。すなわち，日頃から厳格な事実審理により
権利義務関係を確定するという判定作業に精通し
ている裁判官が加わっている点は審理や判断の安
定感につながる。また労働審判手続の創設以前か
ら，裁判所は判例法理の形成という形で労働法の
民事規範の内容を補充ないし樹立する役割を果た
しており 22），労働判例は，労使紛争解決のための
裁判規範としての重要性を持つと共に，労使関係
を実際上規律する行為規範としても機能 23）してき
た。したがって，労働判例を通じて法理形成を
行ってきた主体である裁判所によって示される解
決案は，紛争当事者にとっては，それ自体にも労
働審判手続ならではの「相当性」（労働審判法 20
条）のある解決基準（「審判規範」24））として受け止
められ，公正で信頼に足る労使紛争解決案として
紛争当事者に強い感銘力を与えているものと推測
できる。

　（2�）労働関係の専門的知識経験を有する者の参
加

　労働審判手続創設以前は，裁判所も労働関係や
労働法には専門性がないという立場をとっていた
ようである 25）。しかし，こうした考え方は労働審
判手続の創設と成果を踏まえると，労働関係や労
働法の専門性を正しく理解しないものであったこ
とがわかる。もとより労働関係における専門性と
は，「複雑な労働法規の内容に関する専門性や，
労働災害などに関して問題となる自然科学上の専
門性とは異なる，労働関係の制度や慣行に関する
専門的知識経験を意味する」とされる 26）。
　一般的には，このような専門性は，問題となる
争点や各事案に応じた労使間の利害調整の巧みさ
にあらわれることが指摘されている 27）。
　また，労働事件では，証拠として出されている
ほかに，「いわく言い難い部分」が存在し，「出さ
れた証拠についても，一般の民事事件と同じ見方
をしてはいけない場合もある」とも言われてい
る 28） 29）。これは通常の法規の解釈からは直ちには
導かれないものの，（労使の立場を問わず）労働紛
争の実情をよく知るものだからこそ，短い審理期
間でも辿り着ける事案の真相（「真実」）が存在

し，労働審判員の専門性は，この「真実」発見の
鍵となっている。労働紛争の実情を踏まえた「真
実」には労働審判員の専門的な知識経験が活かさ
れるからこそ早期に到達できるのである 30）。この
ような専門性をもつ労使の経験者が紛争解決に関
与することは，裁判官（労働審判官）からみても
事実面での争点や紛争の実情の把握，および適切
な紛争解決案の策定など，労働紛争の解決にあた
り有益な役割を果たしていると評価されている 31）。

　（3）個別労働関係民事紛争が対象となること
　労働審判法 1条は，労働審判手続の対象となる
紛争を「労働契約の存否その他の労働関係に関す
る事項について個々の労働者と事業主との間に生
じた民事に関する紛争」と規定し，これを「個別
労働関係民事紛争」と略称している。
　「労働関係」とは，労働契約または事実上の使
用従属関係から生じる労働者と事業主との関係を
いい，個別労働紛争解決促進法等においても用い
られている 32）。
　労働関係に関する事項についての紛争は，たと
えば，採用内定拒否，解雇，雇止めの効力を争う
紛争，配置転換，出向，懲戒処分等の効力を争う
紛争，賃金や割増賃金，退職金の支払を求める紛
争，労働条件変更の拘束力などをめぐる紛争，安
全配慮義務違反に基づき損害賠償を請求する紛争
等が含まれる 33）。
　労働組合と使用者間の団体的（集団的）労使関
係上の紛争は専門的機関としての労働委員会があ
るので対象から除外され，個々の労働者と事業主
間の紛争のみが対象となる。ただし，個々の労働
者の個別労働関係上の権利主張という形をとる限
り，労働組合と使用者間の労働協約に基づく請求
や，労働組合法 7条の不当労働行為禁止規定を根
拠とする権利主張（解雇無効，損害賠償など）も対
象なる。同様に，男女差別，労働条件制度の変
更，整理解雇などのように多数の労働者の処遇に
かかわる紛争も対象となるし，実際上労働組合が
労働者の主張をバックアップしているような紛争
も対象となる 34）。
　労働契約関係ではない労働関係である派遣労働
者と派遣先事業主の関係については，「労働基準
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法のいくつもの規定がみなし適用され（労働者派
遣法 44 条），安全配慮義務も肯定されること，労
働審判法が対象となる紛争を「労働者・使用者
間」ではなく，「労働者・事業主間」と表現して
いることを考えると，ここでいう「労働関係」に
入ると考えられる」とされている 35）。
　近時問題となっているのは，たとえば個人業務
請負契約の更新拒否を解雇紛争として労働審判手
続の対象とすることができるかという点である。
労働契約法施行通達（平成 24・8・10 基発 0810 第
2 号，平成 24・10・26 基発 1026 第 1 号，平成 25・
3・28 基発 1128 第 2 号，平成 27・3・18 基発 0318 第
2 号，平成 30・12・28 基発 1228 第 17 号）は，労働
契約法 2条 1項の「労働者」に該当するか否か
は，同項に「使用者に使用されて」と規定されて
いるとおり，労務提供の形態や報酬の労務対償性
及びこれらに関連する諸要素を勘案して総合的に
判断し，使用従属関係が認められるか否かにより
判断される」としている。業務請負契約，業務委
託契約などで働く「就業者」（いわゆるフリーラン
ス，個人事業主と呼ばれる就労者）が増えており，
契約の名称にかかわらず，労働契約であると評価
できるケースをめぐる紛争を労働審判手続で解決
できることは「就業者」側にとっては大きなメ
リットがある。他方で労働契約に類するものの，
労働契約とはにわかに判断し難い，いわゆるグ
レーゾーンケースも少なくない。こうしたグレー
ゾーンケースを労働審判の手続対象とできるかは
解釈上も運用上も難問ではある 36）。
　この点について大阪高決平成 26・7・8（判時
2252 号 107 頁）は「労働審判の対象は，「労働関
係に関する事項について個々の労働者と事業主と
の間に生じた民事に関する紛争（個別労働関係民
事紛争）」に限られ（労働審判法 1条），この点は
申立ての適法要件（同法 6条）であると解される
が，上記にいう「労働関係」とは，純然たる労働
契約に基づく関係に限られず，事実上の使用従属
関係から生じる労働者と事業主との関係を含むと
いうべきである。そして労働審判手続が 3回の審
理で紛争の柔軟かつ相当な解決を行おうとする趣
旨に鑑みると，事実上の使用従属関係にあること
については，そのような手続により解決を図るこ

とが適当と考えられる状況が存在することについ
て一応の根拠を明らかにすることを要するという
べきであり，かつそれで足りる」とした。その上
で具体的な事実をもとに，本件申立てを不適法と
して却下した京都地方裁判所の原決定を取り消
し，原裁判所に事件を差し戻した。前述のように
労働審判手続の対象となる「労働関係」とは，純
然たる労働契約に基づく関係に限られず，事実上
の使用従属関係から生じる労働者と事業主との関
係を含むという考え方を推し進めると，労働審判
手続により解決を図ることが適当と考えられる状
況が存在することについての一応の根拠が明らか
であれば，まずは労働審判手続の審理を開始する
という大阪高裁の決定は支持できる。なお，実際
に，大阪高裁の本決定を受けて，当該事件につい
ては労働審判手続が再開され，調停によって解決
したようである 37）。他方で，紛争の直前まで代表
取締役の立場にあったものと会社との契約終了を
めぐる紛争については個別労働関係民事紛争該当
性を否定し，労働審判法 6条に基づき申立てを却
下した例として，東京地決平成 22・11・29（判タ
1337 号 148 頁）があるが，同事件については「労
働関係に関する事項」でないことが明白な事案で
あったと評されている 38）。グレーゾーンケースは
今後ますます増加することが見込まれる。こうし
た中で，グレーゾーンケースについても，紛争の
実情に即した迅速，適正かつ実効的な解決を得ら
れる可能性のある労働審判手続を活用できること
は，「労働者」の辺縁が曖昧になる中で，まさに
そこに位置づけられている就労者にとっては大き
な救いとなる。こうした観点からも上記大阪高裁
決定の判示内容と審理再開後の調停成立という成
果は，実務上大いに参考になり，グレーゾーン
ケースに対しても労働審判委員会の積極的な対応
が期待されているといえよう。

　（4）迅速かつ簡易な手続
　原則 3回以内の期日での迅速処理は労働審判手
続の特筆すべき特徴であり，労働審判手続が通常
訴訟とは異なる独自の存在意義を発揮するための
生命線といっても過言ではない。この点について
は「労働審判手続では，個別労働関係民事事件が
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労働者の生活をかけた紛争であることから，原則
として「3回以内の期日において，審理を終結し
なければならない」として，紛争の迅速で集中的
な解決が図られる（労働審判法 15 条 2 項）。この 3
回以内の期日での迅速処理は，労働審判手続の眼
目というべき特色であって，労働審判委員会の重
大な責務であるが，当事者の協力がなければとう
てい実現しえないものなので，当事者の迅速進行
に努める責務も規則において謳われた」と指摘さ
れている 39）。
　迅速性と簡易性の関係については，労働審判手
続は，当事者本人が容易に手続にアクセスできる
という意味での簡易性よりも，紛争解決の迅速性
に重きが置かれている。もっとも迅速な紛争解決
は結果的に手続きへのアクセスを高めることにつ
ながることが期待でき，その意味で簡易性も備え
ているといえる。なお書式の定型化等の工夫によ
り簡易性を充足していくことが想定されている 40）。

　（5）非訟事件手続であること
　訴訟手続との比較及び民事調停手続との比較の
詳細は，菅野ほか・前掲注 1）書 30 頁から 32 頁
を参照されたい。ここでは特に非訟事件手続とし
ての性格が労働審判委員会の定める審判内容にも
反映されるという指摘について言及しておきた
い。すなわち，「労働審判委員会は，審理の結果，
当事者間の権利関係および手続の経過を踏まえ
て，当事者間の権利関係を確認すること，金銭の
支払や物の引渡し等を命ずること，その他紛争解
決のために相当と認める内容を定めた審判を行う
ものとされている（20 条 1 項・2項）。ここでは，
審判を行うにあたって，権利関係のみならず「手
続の経過」をも踏まえることが認められ，しか
も，その内容は「相当と認める事項」を含みうる
とされており，さらに，不服のある当事者が異議
を申し立てれば審判自体は失効することも考え合
わせれば，審判内容は，権利関係を踏まえたもの
である必要があるとはいえ，必ずしも実体法上の
権利を実現するものには限られず，労働審判委員
会において柔軟に定めることができると考えるべ
きである」41）。その例としては，解雇事件の場合で
は，労働審判においては解雇権濫用にあたるか否

かなど，権利義務関係に基づくルールに照らした
判断を踏まえる必要があるが，手続の経過の中
で，労働者が必ずしも原職復帰を望んでおらず，
使用者も金銭解決に反対でないと見られる場合に
は，金銭補償を内容とする審判内容を定めうると
いった例が上げられる。ただし，柔軟な審判を下
す際には最終的に実体法上の権利義務関係がどの
ように清算されたのかを明確にしておくべきであ
るという点には注意が必要となる。特に労働審判
手続で処理される解雇事件の多くは雇用終了を前
提に金銭解決により調停を成立させていることも
あり，解雇事件で労働審判を出す際には，紛争当
事者の希望を踏まえつつ，労働契約上の地位の帰
趨も含めて権利義務関係を明確にした判断をする
ことが求められる 42）。
　さらに，労働審判委員会がある程度柔軟に審判
内容を決定できるとしても，審判内容の限界の基
準となる「相当性」（労働審判法 20 条 2 項）につ
いても十分留意する必要がある 43）。すなわち，労
働審判には一般的に「相当性」の基準によりその
限界が判断され，権利関係との合理的関連性を欠
く審判や当事者の意思に明確に反するなど受容可
能性がおよそ認められない審判内容は，手続の経
過を踏まえておらず「相当性」を欠くとされる 44）。
　この点について申立人の意思に反して労働審判
において口外禁止条項を付したことの違法性が争
われた事件（長崎地判令和 2年 12 月 1 日労働判例
ジャーナル 107 号 2 頁）において裁判所は「労働
審判は，審理の結果認められる当事者間の権利関
係及び労働審判手続の経過を踏まえてされるもの
であるから（法 20 条 1 項），その内容は事案の解
決のために相当なものでなければならないという
相当性の要件を満たす必要があると考えられる。
そして，上記条文の定めや，労働審判手続には，
権利関係の判定作用という側面のみならず，当事
者間の利害を調整するという作用が内包されてい
ることからすれば，相当性の要件を具備している
か否かを判断するに当たっては，申立ての対象で
ある労働関係に係る権利関係と合理的関連性があ
るか，手続の経過において，当事者にとって，受
容可能性及び予測可能性があるかといった観点に
よるのが相当である。もっとも，労働審判は，権
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利関係及び手続の経過を「踏まえて」なされるも
のであるし（法 20 条 1 項），個別労働関係民事紛
争の解決をするために相当と認める事項を定める
ことができる上（法 20 条 2 項），当事者の異議に
より，その理由を問わず，その効力を失うものと
されていることからすると（法 21 条 3 項），必ず
しも実体法上の権利を実現するものには限られ
ず，労働審判委員会において柔軟に定めることが
できるといえるから，相当性の判断に当たって
も，上記の合理的関連性等を厳格にみるべきでは
なく，事案の実情に即した解決に資するかという
点も考慮に入れてなされるべきものといえる」と
した。その上で口外禁止条項の相当性について
は，権利関係との合理的関連性と手続の経過の観
点から判断を行った。そして本件では合理的関連
性は否定しなかったものの「本件審判において，
調停案として原告が明確に拒絶した口外禁止条項
を定めても，消極的な合意に至ることは期待でき
なかったというべきであって，本件口外禁止条項
に受容可能性はないといわざるを得ない。した
がって，同条項は，手続の経過を踏まえたものと
はいえず，相当性を欠くというべきである」とし
て，本件口外禁止条項は，法 20 条 1 項及び 2項
に違反すると認められると判断されている 45）。

　（6）審判に対する異議と訴訟移行
　労働審判手続では，訴訟手続との連携が図られ
ている。すなわち，当事者から異議の申立てがあ
れば，労働審判は失効し，労働審判の申立てのと
きに遡って訴えの提起があったものとみなされる
という仕組みが採用されている。労働審判は強制
的な紛争解決の制度ではないが，当事者の異議に
よって失効した場合には，労働審判手続における
紛争解決の取組みを基礎として紛争が終局的に解
決されるように，訴訟手続への自動的な移行が行
われる。このことは労働審判手続の紛争解決手続
としての実効性の確保にもつながっている。つま
り，労働審判手続は訴訟との連携を図ることによ
り，最終的には強制力のある訴訟手続での紛争解
決を予定したものとなっており，当事者のいずれ
も，調停案を拒否したり審判に異議を申し立てた
りした場合には，本格的な審理を行う訴訟手続の

コストを覚悟しなければならず，そのことが調停
段階や遅くとも審判段階で事件を終了しようとい
う動機付けに一定程度影響しているものと思われ
る。この点は行政上のあっせん手続等とは大きく
異なるものである 46）。
　なお，前述のように労働審判が異議により訴訟
に移行した場合，労働審判は民事訴訟法 23 条 1
項 6 号にいう「前審の裁判」には当たらないとい
うのが最高裁の立場である（小野リース事件・最
三小判平成 22・5・15 労判 1018 号 5 頁）。したがっ
て，労働審判に関与した審判官が通常訴訟に移行
した当該事件を担当しても差し支えないことにな
る。このことは特に労働審判において不利な判断
を受けた当事者にとっての手続保障の観点から議
論があるところではある。東京地裁では通常訴訟
に移行した異議事件を担当するのは，当該労働審
判事件を担当した裁判官（審判官）以外の裁判官
が担当する運用をしているようであるが 47），特に
地方の裁判所において民事事件を担当できる裁判
官の人数に限りがある等，事件配点の関係等から
やむを得ない場合には，労働審判を担当した審判
官が異議後の通常訴訟も担当するということは致
し方ない面もある。こうした観点から，特に裁判
官の配置人数が限定された地方で労働審判手続の
代理人となる弁護士にとっては，労使の専門的知
識経験を有する労働審判において，充実した審理
の下で労働審判委員会に公正妥当な結論に到達し
てもらえるよう周到な準備と期日での活発な口頭
議論を行い，異議後も見据えて，当事者への説明
を尽くすことが求められる。そうした観点からも
代理人となりうる（特に経験が少ない若手）弁護
士の教育訓練は重要な課題といえる。

Ⅲ�　労働審判委員会の構成ないし権限と
他の紛争解決手続との相違

１　労働審判委員会の構成と権限

　すでに指摘したように労働審判手続は紛争解決
手続として独自の意義を有しているが，さらに公
労使の三者構成で個別労働紛争のあっせんを行
う，労委によるあっせんとの対比では次の 3点の
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違いを指摘することができる 48）。
　第一に，労働審判手続では，出頭の強制が図ら
れている（労働審判法 31 条）のに対して，労委に
よるあっせんでは相手方があっせん手続きに応じ
るか（期日に出頭するか）は任意であるという点
である。また労働審判手続において労働審判官の
呼出し（労働審判法 14 条）にもかかわらず相手方
が労働審判期日に出頭しない場合に，労働審判委
員会は，そのことから直ちに労働審判事件を終了
すべきかも争点となっている。この点について
は，「法は，労働審判手続の申立てに対して，相
手方の拒否権を認めておらず，労働審判の申立て
がされた以上は，相手方の意思で労働審判手続を
ショートカットして訴訟移行を求めることを許し
ていない。そして，これを受けて，2条では，当
事者が信義誠実に労働審判手続を追行する義務を
規定している。したがって，相手方が労働審判手
続に応じず，不出頭である場合でも，安易に労働
審判事件を終了するのではなく，事案に応じて，
申立人に適宜主張立証をさせた上で（たとえば相
手方が何ら主張立証しない事案であれば，申立人は，
第 1回期日に主張立証を終えられることが多いであ
ろう），労働審判を行う運用をすべきであろう」
という解釈も示されている 49）。
　第二に，労使の審判員の位置づけが異なってい
る。審判員は労働審判委員会の評議や決議に参加
することとされている（労働審判法 12 条）。すな
わち，労働審判委員会の意思決定（決議）は過半
数を基準とする多数決原則によることとしてお
り，労働審判員は裁判官ではないが，評議におい
て意見を述べるだけではなく，自ら審判官（裁判
官）と対等の立場で審判や調停案の策定にあたっ
ての決議に参加することになる。この点は，労働
審判手続では決議における労使の審判員の一人一
議決権が明確にされており，労委によるあっせん
に比して関与の度合いは大きいといえる 50）。
　第三に，労働審判手続においては，労使の委員
であっても「中立かつ公正な立場において労働審
判事件を処理するために必要な職務を行う」（労
働審判法 9条 1項）とされており，労働審判委員
会全体としてはもとより，個々の労働審判員にお
いても中立性・公正性が求められている。そのた

め実際の労働審判手続において審判員が労使のい
ずれであるかは明らかにされないことも多い
（もっとも通例は，審判廷において労働審判委員会の
三者の中で中央に審判官【裁判官】が着席し，申立
人【労働者】側に近い席に座っているのが労側委員，
相手方【使用者】側に近い席に座っているのが使側
委員であることから，事実上労使いずれの委員であ
るかは当事者に伝わっていることが多いと思われ
る）。また中立性・公正性が強く求められる労働
審判員の位置づけに照らして，審判員の一方が期
日外で当事者に接触するようなことは避けるべき
とされている 51）。この点は，労働委員会における
不当労働行為の審査事件の和解のプロセスにおい
て，期日外で労使参与委員へ当事者が接触するこ
とが特に禁止されておらず，労働委員会の期日外
で労使双方の当事者がそれぞれ労働者委員，使用
者委員と接触して紛争解決の方向性について意見
を積極的に述べて公益委員への橋渡し役を依頼す
ることがある 52）ことと対比すると，労使委員の法
的位置づけの違いが鮮明に表れるといえよう。

２　調停，審判の法的位置づけ

　まず調停については，労働審判委員会は，審理
の終結に至るまで，労働審判手続の期日において
調停を行うことができる（労働審判規則 22 条 1
項）。そして調書における調停の合意の記載は，
裁判上の和解と同一の効力を有する（労働審判法
29 条 2 項，民事調停法 16 条）。労働審判に対して
異議が出されなかった場合も，当該労働審判には
裁判上の和解と同一の効力が生じる（労働審判法
21 条 4 項）。この裁判上の和解と同一の効力には，
労働審判の内容に応じて，形成力や執行力が認め
られる他，既判力も含まれる 53）。これに対して労
委によるあっせんは，あっせんの結果，合意が成
立しても，民事上の和解（民法 695 条）として取
り扱われるに過ぎない。

３　調停前の措置と措置違反に対する制裁

　さらに，労働審判手続には，労働審判前の仮処
分的な制度として措置命令という制度がある（労
働審判法 29 条 2 項，民事調停法 12 条）。全国的に
見ても活用例は多いとは言い難いが，例えば，配



日本労働研究雑誌54

転命令の無効確認を請求する労働審判事件におい
て，労働審判事件の終了に至るまで，効力が争わ
れている配転命令を留保し，従前の部署で勤務さ
せることを命じる措置命令が出されることがあ
る。措置命令には執行力はないが，当事者が正当
な理由なくこれに従わないときは，10 万円以下の
過料に処する（労働審判法 32 条）とされており，
事実上の強制力がある 54）。
　もっとも，調停前の措置は審判期日よりもさら
に早く，労働審判委員会で一応の結論を出すこと
になるため，審判員の負担や事前合議のあり方を
どうするのか，審判官と審判員で迅速な打ち合わ
せのために電話等のやり取りも行うこととなった
ような場合の日当の支給等はどうなるのか等，未
整備の問題に対処する必要がある。さらに同じ労
働審判委員会が調停前の措置の可否とその後の本
審判を担当することから，結論を先取りすること
になる点をどう整理するかなど検討すべき論点も
残されている。しかし，明らかに人事権の濫用と
思われるような配転が行われているような事案で
は，仮処分的な制度として措置命令が出されるこ
とは，まさに「社会のニーズ」「国民のニーズ」
に沿うものであり，今後，かかる手続の活用につ
いても議論を深化させる必要があろう。

Ⅳ�　労働審判手続の「成功」の要因と今
後の課題

１　労働審判手続の「成功」とその要因

　労働審判制度は平成 18 年 4 月に発足してから
15 年が経過したが，前述のように事件数は労働
関係の通常訴訟件数とほぼ変わらず，4000 件に迫
る状況である一方，大部分の事件が 3回以内の期
日で，（新型コロナウイルス感染拡大の影響で平均審
理期間が延びたことを除けば）おおむね 3カ月以内
で処理され，解決率も 8割程度になっていること
がわかる。これは労働審判手続が個別労働関係民
事紛争の解決手続として重要な地位を占めるに
至っており，「社会のニーズ」「国民のニーズ」に
応える手続として定着してきたことの表れといえ
る。こうした点からすると，労働審判手続は司法

制度改革で構想された目的に適うものであり，
「成功」と評価できる。
　では，成功の要因は何であったか。その最大の
要因は制度創設当初において「増加する個別労働
紛争に関する司法における専門的手続の必要性が
高まっていたときに，司法制度改革の動きの中で
裁判所，法曹界，労使，行政，学界の関係者を一
堂に集める会議体がつくられ，議論を尽くした後
に新制度がコンセンサスとして考案され，これを
皆で一致協力して盛り立ててきたこと」にあると
指摘されている 55）。そして今日もこうした迅速性
と高い解決率という「成功」が維持されているの
は，職業裁判官（審判官）と労使の審判員が迅速
かつ効率的に権利関係を審理して，調停が功を奏
さない場合にも，権利関係を踏まえつつ事案の実
情に即した審判を下すという運用を堅持している
こと 56）や代理人弁護士の労働審判手続への習熟と
当事者への制度内容を踏まえた指導，さらには関
係機関・団体が制度の円滑な施行に協力し合って
いることも背景にある，と言われている 57）。

２　課題について

　（1�）「PPP」と労働審判手続の発展的活用を模
索し続ける努力

　働き方改革を経て，日本の労働法は大きな変動
期を迎えている。特に正規・非正規労働者間の待
遇格差問題については日本版同一労働同一賃金原
則（均衡均等処遇原則ともいう）がパートタイム・
有期雇用労働法（短時間労働者及び有期雇用労働者
の雇用管理の改善等に関する法律）と改正労働者派
遣法（労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣
労働者の保護等に関する法律）の中に取り入れら
れ，労働条件決定のあり方を強行法規により規律
することとなった。今後は均衡処遇原則違反にあ
たるか否かが争われるような事案（高度な法的判
断に加え，労使の実情も理解していないと判断がつ
きにくい事案）が労働審判手続にも持ち込まれる
可能性もある。このようなケースは一般的には原
則 3回以内の迅速な審理に適合する紛争類型とは
言い難いであろう。しかし，かつてセクシュアル
ハラスメント事案やパワーハラスメント事案は複
雑困難事案であり，労働審判手続に馴染みにくい
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といった指摘があったにもかかわらず，実際には
「加害行為者」を関係人として審理に参加させ，
審尋によって事実関係を明らかにして解決案を提
示することで解決が可能となっている状況もあ
る 58）。このように一見複雑困難事案と見られる
ケースも判断視角が実務上確立され，個別事案の
具体的な事情を見ても比較的簡明に解決方針が定
まる事例もあることから，労使の専門的知見を活
用できる労働審判手続の門戸を広くし，複雑困難
事案の解決に果敢に取り組む意気込みを持つ必要
がある。他方で，労働審判手続は「万能選手」で
はない。そのため，特に申立代理人となる弁護士
は手続選択における「選球眼」（どの手続を選択す
ることが当該労使紛争の解決に最も適しているかを
見極める力）を磨く必要がある。
　そもそも労働審判の今日の「成功」を支えてき
たのは，前述のように，手続に関与する者が，
「プロフェッショナル（Professional）」としての矜
持を持ち，事前準備などの「真摯な努力（Perspi-
ration）」の下で，この制度を利用して紛争解決を
しようという「情熱（Passion）」を持って制度に
関与してきたことにある。もっとも労働審判手続
も制度運用開始から 15 年を経過した。かつて改
正民事訴訟法成立後約 10 年を経過したころから，
法曹実務家からは，ユーザーである国民のため
に，より適正・迅速な民事裁判を実現しようとい
う熱気が冷めていったと言われているが 59），労働
審判についても同じ轍を踏むことになるのではな
いかという懸念が示されている 60）。したがって，
理念的ではあるが「PPP」と労働審判手続の発展
的活用を模索し続ける努力の重要性は繰り返し確
認しておく必要がある。そして具体的な施策とし
ては以下に指摘するとおり，専門性に関する能力
担保とその継承，労働審判手続の市民への啓蒙・
周知，手続へのアクセスの容易化が鍵となる。

　（2�）専門性に関する能力担保（経験，知見の継承）
　①弁護士の能力担保
　労働審判制度利用者調査の結果からも労働事件
についての弁護士の専門性の向上が課題として挙
げられている 61）。この点については日本弁護士連
合会（日弁連）労働法制委員会が中心となり，労

働事件や労働審判手続の担い手としての十分な資
質・能力を担保できるよう研修会を実施し，全国
の各単位会所属の弁護士が eラーニングで研修を
視聴できるようにしている。加えて各地方の弁護
士会（単位会）でも，日弁連労働法制委員会の所
管に対応する委員会が設けられている場合には，
当該委員会の主催で各単位会の実情に応じて必要
な能力担保研修を実施することもある。さらに，
こうした委員会が存在する単位会では，それぞれ
の地方裁判所との間で，労働審判に関する協議会
や意見交換会を実施して，弁護士からみた労働審
判手続の運用上の課題や裁判所からみた代理人弁
護士の労働審判の手続追行上の問題点や改善点等
を率直に議論するといった取り組みも行われてい
る 62）。
　加えて労働審判員と単位会の労働法制等の所管
委員会が意見交換を行い，それぞれの課題や改善
点等について議論を行い研鑽を積んでいるケース
もある。労働審判手続の活用にあたっては，代理
人弁護士が「労働審判の良きユーザー」となり，
そうした弁護士数を増やしていく必要があること
から 63），労働事件ないし労働審判手続に習熟した
弁護士（真のプロフェッショナル）による（特に若
手）弁護士への教育指導（事務所内又は事務所の垣
根を超えたOJT型の教育指導）の充実も課題とい
える。

　②労働審判官の審理の在り方
　労働審判官は，調停成立に向けて，当事者から
の信頼獲得に心を砕いた手続運営を行うことが何
より重要である。当事者は厳しい対立状態にあ
り，なかなか早期に本音を語ることが難しい。そ
のため，当事者の意見に加え，それぞれの立場や
心情，産業実態について想像を巡らせながら粘り
強く傾聴し，労働審判手続の意義と限界を説明し
つつ説得をすることが肝要である。加えて，十分
な心証が形成できず，はっきりしない部分がある
ときには，なぜはっきりしないかを明確にして調
停を試みることが重要である。はっきりしない事
件だからこそ和解の気運が高まる側面があるから
である。そして労働審判手続には労働法コンプラ
イアンスに関する教育的機能があることも踏まえ
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て適切なアドバイスをするという姿勢が信頼獲得
の鍵となる。また審理や合議において労働審判員
の専門性が活きるよう，事件の内容，手続き進行
の打ち合わせ，争点整理や審議，審尋手続の各過
程でそれぞれの役割に応じて存在感を発揮する機
会が持てるような工夫が必要となろう。そして，
代理人の立場からすると，調停成立の可能性があ
る場合に，その成否を決する上で決定的に重要な
のは，話を聞く順序と説得の順序である。審尋は
当事者対席で行われるが，調停に向けて交互に話
を聞く場合には，解決シナリオを念頭に置いた上
で申立人，相手方のいずれから調停の意向につい
ての話を聞き，どの順序で説得を行うかは紛争当
事者の心理状態への影響や各代理人弁護士との解
決イメージの共有という観点からは大いに気を
配っていただく必要がある。ある程度熟練した弁
護士であれば，解決イメージをもって事件を受任
し，当事者を事前に説得し，相手方の出方なども
想定して対応を練った上で労働審判期日に臨んで
いる。したがって，調停に向けた手続に入る前
に，率直に代理人弁護士から解決イメージと意向
聴取や説得の順序などについて意見聴取すること
が有益な場合もあることに留意する必要があ
る 64）。

　③労働審判員の経験，知見の継承
　労働審判手続が今後発展的に活用されるかどう
かは労働審判員としてふさわしい専門性を兼ね備
えた人材の参加が見込めるか否かにかかってい
る。労働審判員には健全な人事労務管理の良識
と，いわゆる産業相場を踏まえた基準を持って労
働紛争の解決にあたるという役割が期待されてい
る。そのためには解決規範である労働法につい
て，正しい理解を持つことが不可欠である。厚生
労働省では，労働法の最新の情報と充実した基礎
知識を盛り込んだテキストに加え，事例を用いて
具体的な労働紛争解決を検討する個別労働紛争解
決研修を毎年実施しており，多数の労働審判員が
参加して研鑽を積んでいる。その他に裁判所主催
の研修会も随時実施されているようである。
　これらの座学的な研修に加えて，実際に労働審
判員としての経験から得た実践的なノウハウや工

夫等の知見を労働審判員同士で共有したり，現役
労働審判員と退任した労働審判員経験者が経験交
流を通じて，求められる専門性を継承していくこ
とが重要である。こうした観点から 2017 年 4 月
22 日には，「労働審判員連絡協議会」が設立され
た。「労働審判員連絡協議会」は，現役ないし退
任した労働審判員のほか，研究者，弁護士，関係
団体その他の有志による任意団体として設立さ
れ，同団体から委託を受けた公益社団法人全国労
働基準関係団体連合会が年に 4回，「労働審判員
通信」を発行し，労働審判手続や労働関係法改
正，労働関係判例の動き，弁護士から見た労働審
判制度，労働審判員としての悩み・戸惑いからの
脱却や達成感，成功体験・失敗談などを掲載し，
労働審判員が追体験できるような情報を多く盛り
込むよう工夫されている。「労働審判員連絡協議
会」の存在は，長年労働審判員を務めていた審判
員経験者の豊富かつ貴重な経験や知見を継承し発
展させる上で重要であり，その継続的な運営を可
能とするよう人的物的基盤の整備・確立が強く望
まれる 65）。

　（3）市民への啓蒙・周知
　最高裁の企画にかかる，ビデオ「よくわかる！
労働審判手続」66）は，12 分間程度の動画で労働審
判手続の特徴をコンパクトに紹介しつつ，ドラマ
仕立てで解雇事件が労働審判手続でどのように解
決されるかをわかりやすく解説しており，解雇等
の労働紛争に遭遇した場合の紛争解決について市
民に具体的なイメージを持ってもらい，労働審判
手続を利用しやすくする工夫を行っている。こう
した市民への啓蒙・周知は，市民が自己の遭遇し
ている事象の法的意味とその問題点を認識し，法
の実現に向けた行動に出るための大きな契機とな
ることから，労働審判手続を持続的に発展させて
いく上で重要な取り組みといえる。
　あわせて，日弁連労働法制委員会や各単位会の
関係委員会などを通じて，労働事件ないし労働審
判手続に関する十分な能力担保研修を積んだ弁護
士の存在を広く市民に周知・広報して，労働審判
手続利用者にとって満足できる代理人選任の機会
を広げていく工夫が必要となろう。
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　（4�）WEB方式及び支部拡大による労働審判手
続へのアクセスの容易化

　また従来から労働審判手続では，ビデオ審理方
式が試験的に運用されていた。しかし，新型コロ
ナウイルス感染拡大に伴って司法手続の IT化が
一気に進み，マイクロソフト（Microsoft）のチー
ムズ（Teams）を活用したWEB方式による労働
審判手続も実施されている 67）。
　こうした労働審判手続の利用拡大に向けた取り
組みは，労働審判の地裁支部への拡大という形に
も表れている。すなわち労働審判手続は開始当時
は，地方裁判所の本庁（全国 50 庁）でのみ取り扱
われていた。しかし，各地の弁護士会の要望を受
けた日弁連と最高裁との協議の結果，2010 年度か
ら東京地裁立川支部と福岡地裁小倉支部，次い
で，2017 年度からは静岡地裁浜松支部，長野地裁
松本支部，広島地裁福山支部でも取り扱われるよ
うになった。WEB方式の積極的活用に加え，地
域に根差した労使の専門家が労働審判手続に関与
することの重要性を踏まえると，司法サービスの
充実として今後も取扱支部の増加を検討し，「社
会のニーズ」「国民のニーズ」に適う制度構築の
さらなる拡大が望まれている 68）。

３　結　語

　労働審判手続については，許可代理の問題（労
働組合申立てと許可代理の問題），支部拡大の問題，
書証の取扱いの問題（労働審判員に書証を送付する
か否かで各地方裁判所ごとで取扱いが異なっており，
審理の充実のためにも書証を送付すべきという問題
提起がなされている一方，プライバシーないし機微
情報の管理や労働審判員の負担を過重することにな
らないかが議論されている）等，本稿で触れなかっ
た運用上の課題もさまざま存在する。しかし，筆
者としては，今後の運用次第で，迅速で紛争の実
情を踏まえた解決が可能な労働審判手続が労使紛
争解決手続の「本丸」の地位（実務の最新の論点
やよほどの複雑困難事案 69）でない限りは，「本案の手
続」といえば労働審判を想起するような状況）を占
める時代が到来する可能性もあると考えている。
　本来，労使紛争は労使の話し合いの中で解決さ

れていくことが理想である。しかし，現状は労使
自治で適切に労働紛争を解決するための基盤であ
る労働組合の組織率は 2割を下回り 70），労働紛争
についての問題発見ないし共有と解決の羅針盤と
なるべき労働法コンプライアンスが日本の雇用社
会に十分浸透しているとも言い難い状況にある。
それ故に迅速かつ適切な紛争解決を可能とする労
働審判手続は労働法の実現手段として存在感を増
し，今後の活用が期待されている。日頃，地方都
市において労働紛争や労働相談を扱う中で，労使
ともに労働法に無知ないし無関心であるために違
法な人事措置が行われても紛争化せず違法状態が
放置され，それが「職場の常識」として引き継が
れるという負の連鎖が続いたり，逆に，いたずら
に紛争が激化したりする状況を目の当たりにして
いる実務家としては，労働審判手続の発展的展開
が日本の雇用社会全体の労働法コンプライアンス
の推進に大きく貢献することを願って已まない。
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